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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期連結
累計期間

第12期
第３四半期連結
累計期間

第11期
第３四半期連結
会計期間

第12期
第３四半期連結
会計期間

第11期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 3,471,5261,468,6371,103,281529,6004,202,671

経常損失（千円） 269,272 349,771 85,391 76,342 198,752

四半期（当期）純損失（千円） 130,487 527,817 92,070 229,526 111,148

純資産額（千円） － － 192,241△229,510 297,247

総資産額（千円） － － 2,909,8221,389,7682,792,619

１株当たり純資産額（円） － － 5,580.79△5,406.987,002.78

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
3,789.9412,434.742,672.825,407.363,166.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 6.60 △16.51 10.64

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
55,719 △78,928 － － △13,370

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
211,646 566,810 － － 333,761

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△292,861△826,771 － － △344,356

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 708,386 371,027 709,916

従業員数（人） － － 123 67 110

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 67 (108)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、在籍出向者を含む。）

は（　）外数で記載しております。　

　　　　２．従業員数が、当第３四半期連結会計期間において44名減少しましたのは、収益改善計画の一環として事業の現状

に即した人員整理を行ったことによります。　

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 67 (108)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、在籍出向者を含む。）

は（　）外数で記載しております。 

　　　　２．従業員数が、当第３四半期会計期間において44名減少しましたのは、収益改善計画の一環として事業の現状に即

した人員整理を行ったことによります。　　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループはサービスの提供に当たり、製品の生産を行っていないため、当該記載を省略しております。

(2）受注状況

　当社グループは提供するサービスの性格上、長期継続受注と短期単発受注のものが混在しており、受注状況を正確

に把握することが困難であるため、当該記載を省略しております。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

コンサルティング事業（千円） 320,861 68.9

アウトソーシング事業（千円） 208,572 32.8

インキュベーション投資事業（千円） 167 1,518.2

合計 529,600 48.0

　　　　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　　　　２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社リクルート 154,147 14.0 49,514 9.3

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において、当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1) 当第３四半期連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な

変更はありません。　

　　

(2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他

提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　当社グループは、当第３四半期連結会計期間において、営業損失51,545千円、四半期純損失229,526千円を計上

し、その結果、当第３四半期連結会計期間末において229,510千円の債務超過となっております。

　これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

ります。

　対応策につきましては、「第５　経理の状況　継続企業の前提に関する事項」に記載しております。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年10月から平成21年12月、以下「当第３四半期」という）におけるわが国の

経済は、ある程度の回復の兆しも見え始め、日経平均株価も１万円を超す場面も見られました。しかし、実体経済の

先行きは依然不透明であり、雇用調整や大手メーカーの減産計画の発表、業績の下方修正などもあり、未だ予断を許

さない状況だと言えます。

　景気対策の影響もあり、株価も一時よりも上昇しておりますが、円高は継続しており、相変わらず、日本の大手メー

カーなどの収益の悪化による利益圧迫は、雇用状況の悪化を生み、有効求人倍率は過去最悪の数値になっておりま

す。このことが、国内消費の低迷へとつながり、物が売れない状況となってきております。今後の日本経済の先行き

が不透明な状況から、更なる景気悪化への懸念は、いまだに燻っているのが現状であります。

　このような厳しい環境下、当社グループは一丸となって計画値の達成に向け取り組みました。この結果、当第３四

半期の売上高は529,600千円（前年同期比48.0％)、営業損失51,545千円（前年同期は13,703千円の営業損失)、経常

損失76,342千円（前年同期は85,391千円の経常損失)、四半期純損失229,526千円（前年同期は92,070千円の四半期

純損失)となりました。

　以下、それぞれの事業についてご説明いたします。

　

　コンサルティング事業におきましては、「マネジメント・アウトソーシング・サービス」（専任のコンサルタン

トが顧客企業内外でマネジメント業務を請負う）に注力をしました。戦略的には、主に新規顧客の開拓に重点を置

いて、今後の更なる収益向上へと繋げるための礎作りに終始しました。

そして、この第３四半期においてもっとも成長したのが、「営業プロセス代行」を請負うセールスアウトソーシ

ング事業本部です。

新たな顧客に対しても、固定費を増やさずに、売上高を上げるというサービススタイルは、厳しい経営環境にさら

されている多くの企業ニーズにマッチしている商品であると、各顧客企業から評価されてきており順調に社数を伸

ばすことに成功し、今期の中では最高の社数を獲得することができました。そして、現在においても引き合いが増え

続けている状況であります。

  この新規取引社数・引き合いの増大は、当社の今後の成長の大きな源泉となると確信しております。

　このサービスは、顧客企業にとって、①採用・教育にかかるコストの変動費化がはかれる。②時間的ロスをなくし

て、即マーケットにリーチできる。③採用・管理のリスクを軽減できるなど、多くのメリットがあることが現在の厳

しい環境にさらされている顧客企業にとっては更なるメリットとして映るため、潜在マーケットの顕在化が早く行

われるという実感を持っております。

　さらに、次のことも、この商品の魅力と評価されています。

　　1． 営業チーム丸ごとプロジェクトを請け負うことも可能である。

　　2． 新規市場へのテストマーケティングなどを行えるので、顧客企業にとっての初参入機会を逃すリスクが減

る。

　　3． そのため、競合他社に一歩先んずるチャンスが生まれる。

　これにより、今まで存在していなかった各企業の新プロジェクト、新会社にも利用されるようになりました。この

ことは、さらに対象企業が増えることを意味します。今まで着手できなかった優良ベンチャー企業や、大手企業の新

プロジェクト、新会社等への営業機会が大幅に増大し、新規取引会社の大半が上記のような企業群に入っておりま

す。

　また、国内の景気の悪化を受け、各企業で活躍した営業人材が当社で多数雇用できるようになりました。具体的に

は第２四半期以降、在籍出向社員として稼動する営業スタッフが80名ほど増えています。これは、今まではプロジェ

クトを受注しても納品する営業マンがいなくて機会を逃していたところを一気に獲得できることになりました。

短期間で多くのプロジェクトをこなすことができる体制が出来、実際の新プロジェクトへ投入する実績を作れた

ことも、当第３四半期のもう一つの実績と言えます。

　以上の結果、当第３四半期のコンサルティング事業の売上高は320,861千円（前年同期比68.9％）、営業利益

37,527千円（前年同期比67.1％）となりました。

　

　アウトソーシング事業におきましては、店舗展開を常に多く展開していかなければいけない中、必然的に人材供給

が逼迫してくるサービス業領域への営業展開に集中しております。これは、今後の若年労働者数の激減を見越して

いくと、既存のサービスが必ず数年のうちには多くの企業で再び必要になると期待できるためであります。

しかしながら、現時点では景気の悪化に伴う雇用環境の急激な変化により、サービス業自体に人材の逼迫感は薄

れてきており、当社サービスへの需要は落ちてきている傾向にあります。特に平成21年３月期第３四半期以降は、当

事業の収益に影響が出てきております。
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以下具体的に説明いたします。

　コンビニエンスストアへの派遣は、東京地区では需要が伸びており、契約店舗の増加も堅調に進展しておりまし

た。しかし、平成21年３月期第３四半期以降、アルバイト・パートの求人倍率が一気に低下した影響を受け、１店舗

当たりの利用時間にも影響を及ぼしております。従来採用できずにシフトが埋まらなかった時間が減少したことに

伴い、当社のサービスを利用する時間が減少し、その結果、前年度の実績を下回る結果となっております。しかし、主

要エリア（千代田区・港区・渋谷区・中央区・新宿区）では、引き続き契約店舗のシェアは50～70％を超えており

ます。（当社独自調査による※当社独自調査とは、コンビニエンスストア各社のHPよりその時点で店舗運営されて

いる店舗数をすべて数え上げ集計するという方法で算出しております。）

　現在では、上記のような既存店での収益の減少に対応すべく、江東区・中野区等の他のエリアへの新規営業のシフ

ト、既存エリアにおける更なるシェアの拡大といった営業強化を進めており、その結果も出始めております。そし

て、ここ数年進めている人材の長期派遣化により、売上の安定化と利益率維持に対応できるサービスの柱にまで成

長してきており、その比率が着実に上がってきていることがこの厳しい環境下でも更なる成長に期待が持てる要因

となっております。

　また、広告・フリーペーパーの配布業務も、着実な実績を積んだことで顧客からの信用が高まり、着実なリピート

オーダーが進んでおりますが、ここでも現在の景気の悪化のあおりを受けた顧客企業の販売促進予算の削減等によ

り、コンビニスタッフプロモーションと同様に、１社あたりの受注単価は低下傾向にあります。

　そこで、スタッフの質の向上を図り、現場で指揮をとるディレクターの教育・育成にさらなる注力をおこない、各

チーム別に編成し、質・量ともに顧客ニーズに対応できる体制が整備されたことで、新たな顧客企業からの受注を

確実に捉え新規拡販を行える体制を整備することができました。結果、単独企業におけるダイレクトマーケティン

グの配布スタッフ業務の受注も始まり、顧客の裾野も広がり始めてきております。

　アウトソーシング事業における更なる成長の鍵は、新たなサービス領域の開発であると考えております。それは、

各企業の広告による広告宣伝費や販売促進費が人材を活用したより有効な活動費用にリプレイス（置き換える）

提案、企画をいかに多く作るかにあります。今後は人材の登録を促進する媒体会社との連携など、現場ニーズに柔軟

に応える体制を整えてまいります。以上のような営業の努力もあり、当第３四半期中には間に合いませんでしたが、

今後の実績につながる引き合いや受注の見込みは出てきており、業績の底をうち、上昇する期待を抱かせる状況に

なりつつあると感じでおります。

　以上の結果、当第３四半期のアウトソーシング事業の売上高は208,572千円（前年同期比32.8％）、営業利益1,026

千円（前年同期比1.8％）となりました。

　

　インキュベーション投資事業におきましては、セレブリックス・インベストメント株式会社が、当社各事業の顧客

企業、または既に協業している企業を対象に投資活動を行っております。

　現在はベンチャー企業の３社に出資しており、営業・販売の支援と資金面の両方をバックアップし、インキュベー

ションすることにより、将来のキャピタルゲインが可能となります。また短期的には、新規上場株式への投資による

キャピタルゲインや配当収入を得ております。しかしながら、ここ直近では、新規の投資はなく、現状においては特

筆すべき動きはありません。

　以上の結果、当第３四半期のインキュベーション投資事業の売上高は167千円（前年同期比1,518.2％）、営業利益

24千円（前年同期は25,788千円の営業損失）となりました。

  

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間

末と比べると75,144千円減少し371,027千円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果、増加した資金は1,291千円（前年同四半期は29,021千円の

増加）となりました。主な増加要因は、売上債権の減少額13,038千円、預け金の減少額65,399千円であり、主な減

少要因は、税金等調整前四半期純損失76,342千円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果、増加した資金は511,864千円（前年同四半期は15,118千円

の増加）となりました。主な要因は定期預金の払戻による収入513,579千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果、減少した資金は588,300千円（前年同四半期は112,700千

円の減少）となりました。これは短期借入金及び長期借入金の返済による支出98,300千円、社債の償還による支

出490,000千円によるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社は、平成22年３月期第３四半期末において、純資産の額が２億円未満、利益の額が5,000万円未満となりまし

た。大阪証券取引所のニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に関する有価証券上場規程の特例　第17条

第３項第１号から３号では、平成22年３月期の有価証券報告書をもって、直前期末が「純資産の額が２億円未満」

かつ「利益の額が5,000万円未満」かつ「上場時価総額が30営業日連続して21億円未満である場合」において、以

後３ヶ月の間に５営業日連続して上場時価総額が21億円以上とならないときは、上場廃止になる旨規定されており

ます。

　当社といたしましては、収益改善計画の一環として主に人件費等をはじめとする販売管理費の大幅削減に徹底し

て取り組んでおります。また、平成21年７月より「在籍出向受け入れ制度」を導入しております。これは、他社の人

員を期間限定の在籍出向社員として当社に迎え、当社の営業代行事業の営業マンとして研修・育成し、コンサル

ティング事業のプロジェクトメンバーとして活躍いただく制度です。この制度は、当社のプロジェクト人員の速や

かな獲得と採用コストの大幅な軽減効果につながり、第２四半期連結会計期間以降の業績に寄与してまいりまし

た。今後、より一層の営業体制の強化に注力し、受注拡大及び収益力の強化に取り組んでまいります。また、新株予約

権の行使、第三者割当増資等の諸施策を講じ純資産の額２億円を保持することにより、今後も大阪証券取引所ヘラ

クレス市場に上場を維持することに努めてまいります。

 

(4) 研究開発活動

　　該当事項はありません。

　　

(5) 経営戦略の現状と見通し

  今後は、雇用環境の変化による不安定な環境下でも、各企業は、効率的な人材戦略の構築、企業が成長するための

諸施策などを策定し、収益向上の成果を挙げる必要があります。このため、あらゆる企業にとって、当社グループの

商品・サービスは不可欠のものとなるでしょう。

　当社グループの経営理念である≪顧客企業が収益を上げ、新たな事業への展開と連鎖を生む≫ことは、ワンストッ

プで収益の向上を支援できる顧客を飛躍的に増やすことになると信じます。

　そして、次の主要事業は、事業領域を明確に規定することで顧客から選別され、顧客数をさらに拡大できると考え

ております。

　　1． 営業・販売職に対する営業プロセス支援及び代行・営業マネジメント支援を直接行う「セールスアウト

ソーシング事業本部」

　　2． 派遣・請負を行う「スタッフィング事業本部」

当社は今まで以上に、顧客企業の収益向上を支援することができる体制が確立してきました。当第３四半期はそ

のための基盤を構築することができた期であると考えます。今後はこの体制を基にマーケット拡大に注力していく

ことで予算の達成に向けて一丸となって取り組んでいきたいと思います。

 

(6) 継続企業の前提に関する重要事象等 

　当社グループは、当第３四半期連結会計期間において、営業損失51,545千円、四半期純損失229,526千円を計上し、

その結果、当第３四半期連結会計期間末において229,510千円の債務超過となっております。

　これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。

　これらの状況を解消するため、当社グループは、「財務体質の強化」及び「収益力の強化」に取り組んでおりま

す。

　

〈財務体質の強化〉　

　資本面におきましては、第三者割当増資や新株予約権の行使等を行うことにより、必要な資金を調達し、早い段

階で債務超過を解消することに最大限注力しております。

　具体的には、平成22年１月28日開催の臨時株主総会にて授権枠拡大の承認を得ており、機動的かつ柔軟な資本政

策に対応できる体制を整えております。現在、第三者割当増資を行う予定で投資家と交渉中であります。

　また、安定的経営のベースとなる財務基盤を確保することを目的に、借入金の返済条件の変更交渉を金融機関と

行っております。早期実施を目指し、より安定した財務基盤の確保に努めてまいります。　

　

〈収益力の強化〉

　当社の展開する営業マネジメント代行、営業プロセス代行、営業部隊そのもののアウトソーシングに注目が集ま

り、事業も拡大基調にあります。また、第２四半期連結会計期間より「在籍出向受け入れ制度」を導入しており、

同四半期以降の業績に寄与してまいりました。今後、より一層の営業体制の強化に注力し、受注拡大及び収益力の

強化に取り組んでまいります。　

　また、収益改善計画の一環として主に人件費等をはじめとする販売管理費の大幅削減に徹底して取り組んでま

いりました。これにより、第２四半期連結会計期間以降、削減効果が出てきております。より一層、販売管理費の精
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査を徹底的に取り組んでまいります。　

　以上により、現時点におきましては、第４四半期連結会計期間では営業黒字化の目処が立っております。　

　

　上記の対応策を実施することにより当該状況を解消できるものと判断しておりますが、第三者割当増資について

は機関決定が未了であることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結

財務諸表には反映しておりません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,100

計 98,100

（注）平成22年１月28日開催の臨時株主総会において、定款の変更を行い、次のとおりとなりました。

　　　当会社の発行可能株式総数は169,788株とする。

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 42,447 42,447
大阪証券取引所

（ヘラクレス）
単元株式数　１株

計 42,447 42,447 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年３月15日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,260

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,400

新株予約権の行使期間
平成18年４月13日から

平成26年４月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　10,400

資本組入額 　5,200

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権の行使の条件

・　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において会社の取締役又は

従業員のいずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株

予約権を行使することができる。但し、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この

限りではない。

・　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。

・　その他の条件は株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。

２．新株予約権の取得事由及び取得の条件、並びに譲渡制限

・　当社は、新株予約権者又はその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約

権を無償で取得することができる。

・　当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全

子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合は、新

株予約権を無償で取得することができる。

・　新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 42,447 － 750,429 － 753,967
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（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,447 42,447 －

端株 － － －

発行済株式総数 42,447 － －

総株主の議決権 － 42,447 －

 

②【自己株式等】

　自己株式はありません。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 14,40018,00030,80027,10025,10021,30018,10015,05013,000

最低（円） 9,50011,50017,00022,50019,30018,90015,00011,00011,000

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　　役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 － 代表取締役社長

セールスアウト

ソーシング事業本

部長

櫻井　富美男 平成21年９月１日

取締役

セールスアウト

ソーシング事業本

部長

取締役　
コンサルティング

事業本部長
伊藤　勝成　 平成21年９月１日

 

EDINET提出書類

株式会社セレブリックス(E05475)

四半期報告書

12/28



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆

Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 713,005 1,672,117

受取手形及び売掛金 180,704 292,833

有価証券 48,585 －

営業投資有価証券 8,911 9,301

仕掛品 63 1,347

その他 117,519 262,974

貸倒引当金 △14,842 △15,678

流動資産合計 1,053,947 2,222,895

固定資産

有形固定資産 ※
 52,226

※
 29,154

無形固定資産 30,369 32,248

投資その他の資産

長期貸付金 158,600 195,200

その他 97,952 304,631

貸倒引当金 △4,082 △4,489

投資その他の資産 252,470 495,342

固定資産合計 335,066 556,745

繰延資産 754 12,978

資産合計 1,389,768 2,792,619

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 25,823 28,683

短期借入金 1,449,940 1,765,940

1年内返済予定の長期借入金 40,000 40,000

未払法人税等 2,735 5,137

その他 90,778 125,612

流動負債合計 1,609,278 1,965,372

固定負債

社債 － 490,000

長期借入金 10,000 40,000

固定負債合計 10,000 530,000

負債合計 1,619,278 2,495,372

純資産の部

株主資本

資本金 750,429 750,429

資本剰余金 753,967 753,967

利益剰余金 △1,731,249 △1,203,432

株主資本合計 △226,853 300,964

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,657 △3,717

評価・換算差額等 △2,657 △3,717

純資産合計 △229,510 297,247

負債純資産合計 1,389,768 2,792,619
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 3,471,526 1,468,637

売上原価 2,363,050 965,883

売上総利益 1,108,475 502,754

販売費及び一般管理費 ※
 1,195,365

※
 791,762

営業損失（△） △86,890 △289,008

営業外収益

受取利息 36,158 5,486

受取配当金 3,651 63

債務時効益 － 3,127

その他 22,425 1,536

営業外収益合計 62,235 10,214

営業外費用

支払利息 59,377 58,311

持分法による投資損失 177,537 －

その他 7,703 12,666

営業外費用合計 244,618 70,977

経常損失（△） △269,272 △349,771

特別利益

関係会社株式売却益 86,256 16,627

その他 17,887 841

特別利益合計 104,144 17,469

特別損失

投資有価証券評価損 500 －

本社移転費用 － 37,104

その他 － 623

特別損失合計 500 37,727

税金等調整前四半期純損失（△） △165,628 △370,029

法人税、住民税及び事業税 5,444 5,658

法人税等調整額 △37,180 152,129

法人税等合計 △31,736 157,787

少数株主損失（△） △3,404 －

四半期純損失（△） △130,487 △527,817
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 1,103,281 529,600

売上原価 775,356 360,909

売上総利益 327,925 168,691

販売費及び一般管理費 ※
 341,629

※
 220,236

営業損失（△） △13,703 △51,545

営業外収益

受取利息 11,096 1,390

受取配当金 887 30

債務時効益 － 1,589

その他 2,544 231

営業外収益合計 14,528 3,242

営業外費用

支払利息 19,075 19,662

持分法による投資損失 64,259 －

社債発行費償却 － 8,060

その他 2,881 315

営業外費用合計 86,215 28,039

経常損失（△） △85,391 △76,342

特別利益

貸倒引当金戻入額 312 －

特別利益合計 312 －

特別損失

投資有価証券評価損 500 －

特別損失合計 500 －

税金等調整前四半期純損失（△） △85,578 △76,342

法人税、住民税及び事業税 1,836 1,055

法人税等調整額 4,656 152,129

法人税等合計 6,492 153,184

四半期純損失（△） △92,070 △229,526
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △165,628 △370,029

減価償却費 14,651 16,071

のれん償却額 1,331 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,885 △1,229

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,632 －

安全協力会費等返還損失引当金の増減額(△は減
少)

△30,344 －

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △8,693 △412

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 500 －

関係会社株式売却損益（△は益） △86,256 △16,627

受取利息及び受取配当金 △39,810 △5,550

支払利息 59,377 58,311

持分法による投資損益（△は益） 177,537 －

売上債権の増減額（△は増加） 222,756 108,343

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,830 1,382

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 30,224 626

敷金及び保証金の増減額（△は増加） － 91,103

仕入債務の増減額（△は減少） △85,392 △1,739

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △4,826 15,670

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,916 △30,799

その他 △32,072 131,103

小計 44,520 △3,777

利息及び配当金の受取額 39,587 5,550

利息の支払額 △63,305 △70,395

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 34,917 △10,306

営業活動によるキャッシュ・フロー 55,719 △78,928

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △201,713 △2,021

定期預金の払戻による収入 40,016 573,658

有形固定資産の取得による支出 △1,590 △44,915

有形固定資産の売却による収入 － 12,512

無形固定資産の取得による支出 △9,269 △17,075

投資有価証券の取得による支出 △29,982 －

投資有価証券の売却による収入 84,799 692

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

109,182 18,592

貸付けによる支出 △60,000 －

貸付金の回収による収入 280,203 25,367

投資活動によるキャッシュ・フロー 211,646 566,810
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △260,300 △316,000

長期借入れによる収入 － 10,000

長期借入金の返済による支出 △34,000 △30,498

社債の償還による支出 － △490,000

株式の発行による収入 1,438 －

その他 － △273

財務活動によるキャッシュ・フロー △292,861 △826,771

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,494 △338,889

現金及び現金同等物の期首残高 733,881 709,916

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 708,386

※
 371,027
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　当社グループは、当第３四半期連結会計期間において、営業損失51,545千円、四半期純損失229,526千円を計上し、その結

果、当第３四半期連結会計期間末において229,510千円の債務超過となっております。

　これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　これらの状況を解消するため、当社グループは、「財務体質の強化」及び「収益力の強化」に取り組んでおります。

　

〈財務体質の強化〉　

　資本面におきましては、第三者割当増資や新株予約権の行使等を行うことにより、必要な資金を調達し、早い段階で債

務超過を解消することに最大限注力しております。

　具体的には、平成22年１月28日開催の臨時株主総会にて授権枠拡大の承認を得ており、機動的かつ柔軟な資本政策に

対応できる体制を整えております。現在、第三者割当増資を行う予定で投資家と交渉中であります。

　また、安定的経営のベースとなる財務基盤を確保することを目的に、借入金の返済条件の変更交渉を金融機関と行っ

ております。早期実施を目指し、より安定した財務基盤の確保に努めてまいります。　

　

〈収益力の強化〉

　当社の展開する営業マネジメント代行、営業プロセス代行、営業部隊そのもののアウトソーシングに注目が集まり、事

業も拡大基調にあります。また、第２四半期連結会計期間より「在籍出向受け入れ制度」を導入しており、同四半期以

降の業績に寄与してまいりました。今後、より一層の営業体制の強化に注力し、受注拡大及び収益力の強化に取り組ん

でまいります。　

　また、収益改善計画の一環として主に人件費等をはじめとする販売管理費の大幅削減に徹底して取り組んでまいりま

した。これにより、第２四半期連結会計期間以降、削減効果が出てきております。より一層、販売管理費の精査を徹底的

に取り組んでまいります。　

　以上により、現時点におきましては、第４四半期連結会計期間では営業黒字化の目処が立っております。　

　

　上記の対応策を実施することにより当該状況を解消できるものと判断しておりますが、第三者割当増資については機関

決定が未了であることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結財務

諸表には反映しておりません。　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　ワークスマネジメント株式会社は平成21年９月30日付にて当社が保有す

る株式をすべて売却したため、第２四半期連結会計期間末より連結の範囲

から除外しております。

　なお、第２四半期連結累計期間まで、同社の損益計算書及びキャッシュ・

フロー計算書を連結しております。　

 （2）変更後の連結子会社の数

　１社
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「債務時効益」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期

連結累計期間の「その他」に含まれる「債務時効益」は4,187千円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「敷金及び保証金の増減額」は重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしまし

た。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「敷金及び保

証金の増減額」は9,836千円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「債務時効益」は、営

業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３

四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「債務時効益」は1,545千円であります。

２．前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「社債発行費償却」

は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、

前第３四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「社債発行費償却」は1,850千円であります。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定の方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定にあたり、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに限定しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、24,339千円でありま

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、28,637千円でありま

す。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 給与手当 366,538千円 

 賞与引当金繰入額 25,122千円 

 貸倒引当金繰入額 10,893千円 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 給与手当 276,180千円 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 給与手当 114,271千円 

 賞与引当金繰入額       25,122千円 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 給与手当 65,915千円 

 貸倒引当金繰入額       1,906千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,710,583千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金等 △1,002,196千円

現金及び現金同等物 708,386千円

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 713,005千円

有価証券勘定 48,585千円

　　計 761,590千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金等 △390,563千円

現金及び現金同等物 371,027千円

 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　42,447株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
コンサルテ
ィング事業
（千円）

アウトソーシ
ング事業
（千円）

インキュベー
ション投資事

業
（千円）

その他事業
（千円） 

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        
(1）外部顧客に対する売

上高
465,971635,459 11 1,8391,103,281 － 1,103,281

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 465,971635,459 11 1,8391,103,281 － 1,103,281

営業利益

（又は営業損失（△）)
55,88656,657△25,788 8,193 94,947△108,651△13,703

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
コンサルテ
ィング事業
（千円）

アウトソーシン
グ事業
（千円）

インキュベー
ション投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       
(1）外部顧客に対する売

上高
320,861208,572 167 529,600 － 529,600

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 320,861208,572 167 529,600 － 529,600

営業利益

（又は営業損失（△）)
37,527 1,026 24 38,577△90,123△51,545

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業はサービス及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２. 各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要製品

 コンサルティング事業
  営業・販売コンサルティング、マネジメント・アウトソーシング・サービス、

営業プロセス代行等

 アウトソーシング事業   コンビニスタッフプロモーション、短期業務請負及び派遣事業等

インキュベーション投

資事業
  営業・販売支援先への投資・インキュベーション事業等

 その他事業   ワークスマネジメント、営業サポートツールの導入による営業支援等

３. 事業区分の変更

当第３四半期連結会計期間

　「その他事業」は、第２四半期連結会計期間にワークスマネジメント株式会社の当社が保有するすべての

株式を売却したことにより子会社でなくなったため、当第３四半期連結会計期間より事業区分から除外して

おります。　

４. 会計処理の方法の変更

　前第３四半期連結会計期間

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。
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　（リース取引に関する会計基準）

　　　第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
コンサルテ
ィング事業
（千円）

アウトソー
シング事業
（千円）

セールスプロ
モーション事

業
（千円）

インキュ
ベーション
投資事業
（千円）

その他事業
（千円） 

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                              
(1）外部顧客に対

する売上高
1,150,6722,097,860164,5212,28856,1833,471,526 － 3,471,526

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

2,752 1,966 － － － 4,718△4,718 －

計 1,153,4242,099,827164,5212,28856,1833,476,245△4,7183,471,526

営業利益

（又は営業損失

（△）)

101,703214,273△22,074△30,1514,120267,871△354,761△86,890

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
コンサルテ
ィング事業
（千円）

アウトソーシ
ング事業
（千円）

インキュベー
ション投資事

業
（千円）

その他事業
（千円） 

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                          
(1）外部顧客に対する売

上高
747,707714,071 543 6,3161,468,637 － 1,468,637

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
200 － － 1,129 1,329△1,329 －

計 747,907714,071 543 7,4451,469,966△1,3291,468,637

営業利益

（又は営業損失（△）)
52,300△37,504 △608 △6,080 8,106△297,114△289,008

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業はサービス及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２. 各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要製品

 コンサルティング事業
  営業・販売コンサルティング、マネジメント・アウトソーシング・サービス、

営業プロセス代行等

 アウトソーシング事業   コンビニスタッフプロモーション、短期業務請負及び派遣事業等

セールスプロモーショ

ン事業

  販売促進のための広告代理並びにプロモーションのための見本市・イベント

ブースの企画・制作及びイベントプロデュース等

インキュベーション投

資事業
  営業・販売支援先への投資・インキュベーション事業等

 その他事業   ワークスマネジメント、営業サポートツールの導入による営業支援等

３. 事業区分の変更

　前第３四半期連結累計期間　

　「セールスプロモーション事業」は、第２四半期連結会計期間に株式会社イーヴァム・インターナショナ

ルの当社が保有するすべての株式を売却したことにより子会社でなくなったため、第２四半期連結会計期間

より事業区分から除外しております。 
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４. 会計処理の方法の変更

　前第３四半期連結累計期間

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。

　（リース取引に関する会計基準）

　　　第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　 

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 △5,406.98円 １株当たり純資産額 7,002.78円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 3,789.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 12,434.74円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　四半期純損失（千円） 130,487 527,817

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純損失（千円） 130,487 527,817

　期中平均株式数（株） 34,430 42,447

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

 

 

 

－

 

 

 

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2,672.82円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 5,407.36円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　四半期純損失（千円） 92,070 229,526

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純損失（千円） 92,070 229,526

　期中平均株式数（株） 34,447 42,447

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

 

 

 

－

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

セレブリックス・ホールディングス株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 笹本　憲一　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 村田　征仁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセレブリックス・

ホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セレブリックス・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社セレブリックス

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加賀美　弘明　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 村田　征仁　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セレブリッ

クスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セレブリックス及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第３四半期連結会計期間において、営業損失51,545千

円、四半期純損失229,526千円計上し、その結果、当第３四半期連結会計期間末において229,510千円の債務超過となってい

る。これにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する経営者の対応策及び重要な不確実性が認められる理由につ

いては当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実

性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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